
【様式２】

(独立行政法人名：独立行政法人日本スポーツ振興センター）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びにその所属

する部局の名称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

随意契約によることとした業務方法
書又は会計規程等の根拠条文及

び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由
随意契約によらざ
るを得ない場合の

根拠区分
備　　考

toto携帯サイトのログイ
ン可能な会員ステータ
ス条件の変更開発

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成20年10月17日

東京都港区西新橋二丁目
７番４号
イーバンクシステム株式会
社
代表取締役社長 早川　一

本業務の実施に当たっては、イー
バンクシステム株式会社が著作権
を保持し、ソース等が公開されてい
ないコンテンツ変換技術の詳細情
報が必要であり、履行可能な者は、
イーバンクシステム株式会社以外
に存在せず、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター会計規則第１８
条第４項の規定「契約の性質又は
目的が競争を許さない場合」に該
当するため。

非公表 ¥2,866,500 － －
当該サイトの開発に係る著作権を
有しているため。
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toto携帯サイトのミニオ
ンライン環境構築及びく
じ売上金額表示・ＢＩＧ
配当金総額表示機能
の開発

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成20年11月28日

東京都港区西新橋二丁目
７番４号
イーバンクシステム株式会
社
代表取締役社長 早川　一

本業務の実施に当たっては、イー
バンクシステム株式会社が著作権
を保持し、ソース等が公開されてい
ないコンテンツ変換技術の詳細情
報が必要であり、履行可能な者は、
イーバンクシステム株式会社以外
に存在せず、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター会計規則第１８
条第４項の規定「契約の性質又は
目的が競争を許さない場合」に該
当するため。

非公表 ¥7,717,500 － －
当該サイトの開発に係る著作権を
有しているため。
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２００９年シーズン　Ｊ
リーグ公式試合情報の
取得

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年2月1日

東京都文京区本郷３丁目１
０番１５号
株式会社Jリーグメディアプ
ロモーション
代表取締役社長　小倉　純
二

Jリーグの公式試合の進行状況及
び情報をリアルタイムに取得し、そ
の情報を正確に提供できるのは、J
リーグスコアボードのみであり、そ
の契約相手方は当該システムの運
用元である株式会社Ｊリーグメディ
アプロモーション以外に存在せず、
独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンター会計規則第１８条第４項の規
定「契約の性質又は目的が競争を
許さない場合」に該当するため。

非公表 ¥5,250,000 － －

Jリーグの公式試合の進行状況及
び情報をリアルタイムに取得し、
その情報を正確に提供できるの
は、Jリーグメディアプロモーション
のみであるため。
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スポーツ振興パート
ナーシップ契約（2009
シーズン）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年2月1日

東京都文京区本郷三丁目
１０番１５株式会社ジェイ
リーグエンタープライズ
代表取締役社長　豊島　吉
博

Jリーグのロゴ、公式映像等を使用
してスポーツ振興投票の制度広報
等を行うため、契約相手方は(社)日
本プロサッカーリーグの代理人であ
る㈱ジェイリーグエンタープライズ以
外存在せず、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター会計規則第１８
条第４項「契約の性質又は目的が
競争を許さないため」の規定に該当
するため。

非公表 ¥283,500,000 － －

Jリーグのロゴ、公式映像等を使
用してスポーツ振興投票の制度
広報等を行うため、契約相手方は
社団法人日本プロサッカーリーグ
の代理人である㈱ジェイリーグエ
ンタープライズ以外ないため。
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平成２１年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの



２００９シーズンスポー
ツ振興パートナーシップ
契約における街頭ビ
ジョンでの広報、広告
宣伝

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年2月1日

東京都文京区本郷三丁目
１０番１５株式会社ジェイ
リーグエンタープライズ
代表取締役社長　豊島　吉
博

Jリーグのロゴ、公式映像等を使用
してスポーツ振興投票の制度広報
等を行うため、契約相手方は(社)日
本プロサッカーリーグの代理人であ
る㈱ジェイリーグエンタープライズ以
外存在せず、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター会計規則第１８
条第４項「契約の性質又は目的が
競争を許さないため」の規定に該当
するため。

非公表 ¥41,265,000 － －

Jリーグのロゴ、公式映像等を使
用してスポーツ振興投票の制度
広報等を行うため、契約相手方は
社団法人日本プロサッカーリーグ
の代理人である㈱ジェイリーグエ
ンタープライズ以外ないため。
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ｔｏｔｏクレジットカード決
済運用業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年2月27日

東京都品川区東品川二丁
目３番１１
株式会社ジェイティービー
代表取締役社長 佐々木
隆

クレジットカード決済に伴う個人情
報及び秘密情報等のセキュリティー
上、当該業務を運用することが可
能な者は、システムを開発した株式
会社ジェイティービーのみに限定さ
れ、他に競争相手がいないことか
ら、独立行政法人日本スポーツ振
興センター会計規則第１８条第４項
規定「契約の性質又は目的が競争
を許さない場合」に該当するため。

非公表 ¥11,970,000 ー ー
当該システムについて個人情報
及び秘密情報等のセキュリティー
があるため。
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国立スポーツ科学セン
ターボート・カヌー実験
場保守点検業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月9日

長崎県佐世保市小佐々町
黒石３３９番地３０
株式会社西日本流体技研
代表取締役　松井　志郎

本設備は、株式会社西日本流体技
研の特許に基づき製造されたもの
である。特許の使用権を有し、設備
内容を熟知した業者でなければ円
滑な保守及び緊急時の対応は不可
能であることから、会計規則第１８
条第４項に基づく随意契約とする。

非公表 ¥8,400,000 ー ー
本設備について特許を有している
ため。
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国立スポーツ科学セン
ター戸田艇庫の土地賃
貸借

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月11日

東京都渋谷区神南一丁目
１番１号
社団法人日本ボート協会
会長　大久保　尚武

会計規則第１８条第４項による随意
契約 非公表 ¥3,777,767 ー ー

行政目的を達成するため提供を
受けるものであるため。当該場所
でなければ行政事務を行うことが
不可能であることから場所が限定
され、供給者が一に特定される

5

健診システム入出力仕
様書作成作業の委託

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番1
号

平成21年3月16日

東京都千代田区外神田四
丁目１４番１号
株式会社日立メディコ東京
支店
支店長　久保木　廣一郎

「健診システム」については、開発
業者である株式会社日立メディコ
が、ソフト仕様について著作権を保
有しており、これまで内部仕様を開
示してこなかった。今回、ユーザへ
の一部開示はあったものの、これま
で８年間の仕様変更の積み重ねに
より、内部仕様はかなり複雑なもの
となっていた。そこで、この仕様の
完全把握のため、システム開発業
者による一種の解説書を作成させ
ることとしたのが今回の委託作業で
あり、その内容の性質から開発者
業者にしかなし得ない作業である。
したがって、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター会計規則第１８
条第４項に規定する「契約の性質
又は目的が競争を許さない場合」
に該当するため

非公表 ¥1,181,250 ー ー
当該ソフトの開発に係る著作権を
有しているため。
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国立スポーツ科学セン
ターホテルシステムの
保守点検

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月30日

東京都品川区東品川一丁
目３９番地９号
ＮＥＣネッツエスアイ株式会
社
代表取締役　山本　正彦

国立スポーツ科学センターでは、宿
泊を伴う営業を行っており、利用者
の宿泊予約からチェックアウトまで
の一連の手続き等がスムーズに行
われることが重要であるため、ホテ
ルシステム（以下｢システム｣とい
う。）を利用している。システムが万
一故障した場合の速やかな復旧
や、故障等を未然に防ぐ保守点検
は、システムに精通していることが
必要不可欠であり、障害が発生し
た際にプログラムの解析及びデー
タ分析が必要となるが、本システム
のプログラムの著作権はＮＥＣネッ
ツエスアイ株式会社にあり、他社が
本システムの当該作業を実施する
場合には著作権の開示が必要とな
るため、他社では対応が不可能で
あることから、本件は平成１９年１２
月に策定した「随意契約見直し計
画」において「随意契約によらざる
を得ないもの」とされている。以上
の理由により、独立行政法人日本
スポーツ振興センター会計規則第１
８条第４項の「契約の性質又は目的
が競争を許さない場合」に該当する
ため、本システムを開発・設置し、
著作権を保有しているＮＥＣネッツ
エスアイ株式会社と随意契約を締
結するものである。

非公表 ¥1,417,500 ー ー
本設備について特許を有している
ため。
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国立スポーツ科学セン
ター循環ろ過システム
保守点検及び整備交
換業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月31日

高知県高知市中万々１０６
番１号
株式会社みかづきプール
システム
代表取締役　杉本　昌史

本設備は、セラミック材を使用した
製造会社独自の仕様による機器
で、有限会社みかづき文化会館の
特許（特開平7-112182等）に基づき
製造されたものである。従って当該
特許の使用権を有し、設備内容を
熟知した業者でなければ、円滑な
保守点検及び機器の不具合や故
障等の緊急時の対応は不可能であ
る。従って、本件は平成１９年１２月
に策定した「随意契約見直し計画」
において「随意契約によらざるを得
ないもの」とされている。上記の理
由により、独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター会計規則第１８
条第４項に規定する「契約の性質
又は目的が競争を許さない場合」
に該当するため

非公表 ¥57,358,420 ー ー
本設備について特許を有している
ため。
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文書管理システムソフト
ウェア及びハードウェア
保守

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月31日

東京都港区三田一丁目４
番２８号
ＮＥＣネクサソリューション
ズ株式会社
代表取締役　渕上　岩雄

本システムに障害が発生した際等
には、コアシステムに対しても一定
の改修を加えることが必要となる場
合が想定され、著作権を保有して
いるＮＥＣネクサソリュージョンズ株
式会社から著作権上の利用許諾し
ていない。また、コアシステムを構
成するプログラムのソースを入手す
る必要があるが、コアシステムに係
るプログラムソースは公開していな
いため、その入手は不可能である
ことから、平成１９年１２月に策定し
た「随意契約見直し計画」において
「随意契約によらざるを得ないも
の」とされている。
以上の理由により、独立行政法人
日本スポーツ振興センター会計規
則第１８条第４項の「契約の性質又
は目的が競争を許さない場合」に
該当するため

非公表 ¥2,327,220 ー ー
当該ソフトの開発に係る著作権を
有しているため。
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災害共済給付オンライ
ン請求システム運用保
守

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月31日

東京都港区三田一丁目４
番２８号
ＮＥＣネクサソリューション
ズ株式会社
代表取締役　渕上　岩雄

本システムの流用するモジュール
の一部は開発業者が著作権を有し
ており、公開は極めて困難であるこ
とから、平成１９年１２月に策定した
「随意契約見直し計画」において
「随意契約によらざるを得ないも
の」とされている。
以上の理由により、独立行政法人
日本スポーツ振興センター会計規
則第１８条第４項の「契約の性質又
は目的が競争を許さない場合」に
該当するため。

非公表 ¥28,783,650 ー ー
当該ソフトの開発に係る著作権を
有しているため。
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財務会計システムソフト
ウェア及びハードウェア
保守

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振
興センター
理事長　小野　清子
東京都新宿区霞ヶ丘町１０番
１号

平成21年3月31日

東京都港区三田一丁目４
番２８号
ＮＥＣネクサソリューション
ズ株式会社
代表取締役　渕上　岩雄

本システムのコアシステムに係る著
作権はＮＥＣネクサソリューションズ
株式会社に帰属しており、保守を行
うためにはコアシステムを含むシス
テム全体を構成するプログラムの
ソースコードを把握している必要が
ある。プログラムのソースコードは
容易に公開されない部分であり、た
とえ公開されても他社がそのコード
を解析し理解するためには莫大な
時間とコストがかかることから、平
成１９年１２月に策定した「随意契約
見直し計画」において「随意契約に
よらざるを得ないもの」とされてい
る。
以上の理由により、独立行政法人
日本スポーツ振興センター会計規
則第１８条第４項の「契約の性質又
は目的が競争を許さない場合」に
該当するため。

非公表 ¥5,799,780 ー ー
当該ソフトの開発に係る著作権を
有しているため。
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